
 

   

Ｑ. 長男は平成30年1月に、父から500万円の贈与を受け、長男の借入金の返済に充てた。しかし、贈与税の申告はしていない。この場合、贈与は認められるか。 

 

【答え】 

 

① 今から贈与税の申告をすることで贈与があったものと認められる。 

 

② 贈与税の申告の有無に関わらず、贈与税の時効（令和7年3月15日）が成立しているので、贈与税は課税されないし贈与は認められる。 

 

 

【解答】 

贈与税の申告の有無に関わらず、贈与税の時効（令和7年3月15日）が成立しているので、贈与税は課税されないし贈与は認められる。 

 

【解説】 

 贈与があったことを立証することができれば贈与税は時効になっているため課税されることはありません。 

 贈与があったことを立証するには、贈与契約書の作成、同契約書による贈与の実行、受贈者による贈与財産の管理処分等を行っている実績などを証明する必要があります。 

 ご質問の場合、長男が贈与を受けた金銭で自らの借入金の返済に充てていることから、贈与があったものと判定されます。 

相続税法37条（贈与税についての更正、決定等の期間制限の特則） 

 税務署長は、贈与税について、国税通則法第七十条（国税の更正、決定等の期間制限）の規定にかかわらず、次の各号に掲げる更正若しくは決定（以下この項及び第四項において「更正決定」という。）

又は賦課決定（同法第三十二条第五項（賦課決定）に規定する賦課決定をいう。以下この条において同じ。）を当該各号に定める期限又は日から六年を経過する日まで、することができる。 

（以下、略） 

 

国税通則法70条（国税の更正、決定等の期間制限） 

 次の各号に掲げる更正決定等は、当該各号に定める期限又は日から5年（・・・）については、3年）を経過した日以後においては、することができない。 

（以下、略） 

（文責：山本和義） 

令和7年9月1日 No.393 

 

クイズで分かる相続対策のポイント  ～その4～ 

贈与の活用についての勘違い  


